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～はじめに～ 
 

横浜市では、平成 25 年に高齢化率が 21％を超え、超高齢社会を迎えました。団塊の世

代の方々が全て 75歳以上の後期高齢者となる 2025年（令和７年）には、65歳以上の高齢

者数が約 100万人、高齢化率は約 26％になると見込まれています。 

 医療・介護需要の大幅な増加等の様々な課題に対応するため、国は各自治体に対し、地

域の実情と特性に応じた「地域包括ケアシステム」の構築を求めるとともに、各種施策を

介護保険の地域支援事業（市町村事業）として位置付けるなど、より一層の取組推進を図

っています。 

 急速な高齢化が進む横浜市でも要介護者や在宅医療対象者、認知症高齢者などの増加が

見込まれています。そのため、横浜市としても、2025年（令和７年）までに「横浜型地域

包括ケアシステム」を構築することを目指しています。 
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Ⅰ 横浜型地域包括ケアシステムの構築に向けた都筑区アクションプランの目的 

 
横浜型地域包括ケアシステムは、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、自分らし

い暮らしを人生の最期まで続けるため、介護・医療・介護予防・生活支援・住まいが

一体的に提供される、日常生活圏域ごとの包括的な支援・サービス提供体制です。 

地域包括ケアシステムの構築にあたっては、地域の特性を踏まえることと、幅広い

分野の関係機関の協力が不可欠です。都筑区では、区役所、区社会福祉協議会、地域

ケアプラザ、在宅医療連携拠点等の関係機関が地域包括ケアシステム構築に向けた目

標や取組等を理解し共有することを目的として、2018年（平成 30 年）３月に「横浜型

地域包括ケアシステムの構築に向けた都筑区行動指針（以下、「行動指針」という。）」

を策定しました。行動指針は、「第７期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

（以下、「第７期計画」という。）」（平成 30年度〜令和２年度）を補足するものとして

位置付けられています。 

このたび、第７期計画の終了に伴い、新たに次期計画として「第８期横浜市高齢者

保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画」（令和３年度〜５年度）が策

定されたことを受け、行動指針を「横浜型地域包括ケアシステムの構築に向けた都筑

区アクションプラン（以下、「アクションプラン」という。）」へと改定しました。改定

にあたっては、行動指針策定以降の状況変化や取組の進展等の反映、新たに目標値の

設定を行いました。 

このアクションプランは、団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年（令和７年）まで

を期間とし、地域包括ケアシステム構築に向けた取組を進めます。また、団塊ジュニ

アの世代が 65歳以上の高齢者となり、高齢者数がピークを迎える 2040年（令和 22年）

を見据え、2025年（令和７年）以降も引き続き取組を推進していくことも必要です。 

 

 

【表１】「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画」と「アクションプラン」

の関係 

 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計

画・認知症施策推進計画 
アクションプラン 

考 え 方 
本市の地域包括ケアの目指すべき姿を

具体化し、中長期的な戦略を示す。 

日常生活圏域ごとの特性や課題を踏ま

えて、区ごとの中長期的な戦略を示す。 

位置付け 

法定計画 老人福祉法第 20条の８ 

     介護保険法第 117 条 

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計

画・認知症施策推進計画を補足する任

意計画 

期 間 

第８期は 2021年～2023年 

３年ごとに策定 

2025 年まで 

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計

画・認知症施策推進計画策定の翌年度

に見直し 

 



3 
 

Ⅱ 都筑区地域福祉保健計画「つづき あい」との関係 

 

都筑区地域福祉保健計画の目的は、誰もが住み慣れた地域で安心して自分らしく健

やかに暮らせる地域づくりを目指し、区民、区役所、区社会福祉協議会、地域ケアプ

ラザ、医療機関、介護事業者、その他関係機関等が福祉保健などの地域の課題解決に

協働して取り組み、身近な地域の支え合いの仕組みづくりを進めることです。 

地域包括ケアシステムの実現においても、「身近な地域の支え合い」は必要不可欠で

す。また、特に地域包括ケアシステムを構成する分野のうち、「介護予防」と「生活支

援」分野については、地域福祉保健計画を通じて、地域と協働であるいは地域が主体

的に取り組んでいる活動が数多くあります。 

そのため、地域福祉保健計画とアクションプランは、取組を連動させながら一体的

に進めていく関係にあります。 
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自分らしい暮らしを人
生の最期まで続けるた
めに、今のうちから備
えておくことが大切な
んだね！ 
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Ⅲ 都筑区の特色と課題 

 
１ 市内 18区で最も若い区！その一方で、2025年以降、一気に高齢化が進む！ 

 
都筑区は、子育て世代が多く住み、区民の平均年齢が市内で最も若い区です【表２】。 

高齢化率も横浜市全体の24.7％を大きく下回る17.8％であり、市内で最も低いです（令

和３年３月末時点）。 

2025年（令和７年）に、全ての団塊の世代が後期高齢者である 75歳を迎えることから、

高齢化に向けた備えを喚起する意味も込めて「2025 年問題」と呼ばれていますが、都筑

区では 2025年以降、短期間で急速に高齢化が進んでいくことが予測されています。横浜

市将来推計によると、横浜市全体では 2015年（平成 27年）からの 20年間で、高齢化率

が 23.4％から 30.4％まで７％上昇することが予測されていますが【表４】、都筑区では

2025 年からの 10 年間で、高齢化率が 19.7％から 27.3％まで 7.6％上昇すると予測され

ています【表３】。この要因は、2025年以降に 65歳から 74歳までの前期高齢者の割合が

大きく上昇することが挙げられます。 

急速な高齢化に備えて、健康づくりや社会参加に取り組んでいくことが重要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

【表２】平均年齢(令和３年３月末時点) 
(歳)  
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最も若い！ 

(平成 27 年) (令和２年) (令和７年) (令和 12 年) (令和 17 年) 

※2015年（平成 27年）を基準時点とした推計 

出典：横浜市将来推計（政策局政策課） 

出典：横浜市統計ポータルサイト 

【表３】都筑区における高齢化率等の将来推計 

※2015年（平成 27年）を基準時点とした推計 

出典：横浜市将来推計（政策局政策課） 

(％)  

 

【表４】[参考] 横浜市における高齢化率等の将来推計 

(％)  

 

(平成 27 年) (令和２年) (令和７年) (令和 12 年) (令和 17 年) 
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市平均
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16.5%
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２ 「これからも都筑区に住み続けたい」人が多い！ 

 
区民意識調査の結果では８割以上の区民が都筑区に住み続けたいと回答しており【表

５】、市民意識調査の類似設問の結果【表６】と比較すると非常に特徴的な結果となって

います。 

また、転入者のうち 65歳以上が占める割合について都筑区は市全体と比べて高く【表

７】、いわゆる呼び寄せ高齢者や、高齢者向け住宅などへの転入者が一定数いるものと考

えられます。 

一方で、自治会町内会加入率はやや低く【表８】、見知らぬ土地で日中一人になる高齢

者が地域で居場所や仲間を見つけやすくする、環境づくりが大切です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【表７】転入者のうち 65歳以上が占める割合 

（令和２年中） 

【表８】自治会町内会加入率の推移 

（各年４月１日時点） 
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出典：市民局地域活動推進課 

都筑区地域振興課 

【表６】[参考] 横浜市民意識調査における居住意向 

(％)  

 

【表５】都筑区区民意識調査における居住意向 

出典：令和元年度横浜市民意識調査 
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３ 75歳以上区民 1,000人当たりの介護施設数や入所定員数が多い。 

また、在宅療養支援診療所数が多い。 

 
都筑区は、75 歳以上の人口 1,000 人あたりの介護施設数と入所定員数【表９・10】が

18 区で最も多くなっています。また、在宅療養支援診療所も多くありますが【表 11】、

今後在宅での看取りも含めた医療や、本人の状況に合わせた介護の充実が求められてい

ます。 

 
 
 
 
 
 
 
  

出典：日本医師会 地域医療情報システム 

【表９】75 歳以上 1,000人あたりの介護施設数※１ 

(令和２年９月時点) 

【表 10】75歳以上 1,000人あたりの入所定員数※２ 

(令和２年９月時点) 

出典：日本医師会 地域医療情報システム 

【表 11】在宅療養支援診療所数（令和２年 11月時点） 
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※１ 介護施設数 

…訪問型介護施設、通所型介護施設、

入所型介護施設、特定施設等の施

設数 

※２ 入所定員数 

…入所型介護施設、特定施設の定員数 
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Ⅳ 都筑区の取組 

 

都筑区では、地域包括ケアシステムの構築を目指す上で取組の充実を図ることが必

要な「健康づくり・介護予防」「生活支援」「医療・介護連携」「認知症支援」「権利擁

護」の５つの分野に取り組みます。 

取り組みにあたっては、区役所、区社会福祉協議会、地域ケアプラザ、区医師会、

在宅医療連携拠点、自治会町内会、民生委員・児童委員協議会、民間企業、NPO法人な

ど多様な主体が会議等での意見交換を通じ、課題を共有し相互に連携することで、地

域全体で高齢者を支え合うことのできるまちづくりを推進していきます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜各分野における重点取組＞ 

●（健康づくり・介護予防）地域活動の活性化支援 

  歩いて行ける身近な場所で健康づくりや居場所づくり、仲間と一緒に取組む活動など、地域活動

の活性化のため、立上げや運営の支援を行います。 

●（生活支援）多様な主体による生活支援サービスの構築 

  公的な制度以外にも、自治会町内会、ボランティア、NPO 法人、社会福祉法人、民間企業等の多

様な主体が行うサービスが利用できる地域をつくります。 

●（医療・介護連携）多職種連携の推進 

  在宅医療と介護が切れ目なく本人及び家族を支援するためには、医療・介護に携わる多職種（医

師、歯科医師、薬剤師、看護師、理学療法士、ケアマネジャー、介護福祉士など）の連携（顔の見

える関係づくり）が必要です。多職種連携協議会が中心になり、それぞれの職種の専門性と役割を

お互いに理解し、利用者の在宅医療や介護体制をより円滑に整えられるよう支援します。 

●（認知症支援）認知症に関する理解促進と見守り体制の充実 

  認知症の方やその家族が地域の中で自分らしく暮らし続けられるよう、幅広い世代に向けて認知

症の正しい知識の普及啓発を図り、認知症への理解を促進します。また、地域での見守り体制の充

実を進めます。 

●（権利擁護）高齢者の人権を守るための取組 

  本人の意思や権利・安全が守られ、高齢者が自分らしい暮らしを続けるために、権利擁護や意思

決定支援、虐待防止に取り組みます。 

＜新しい生活様式を踏まえた取組の推進＞ 

新型コロナウイルス感染症の発生は、私たちの日常に様々な変化を与えました。 

地域包括ケアシステム構築に向けた取組についても、新型コロナウイルス感染症対策のため従来ど

おりの実施が困難となるなど大きな影響を受けました。しかしそのような中で、３密（密閉・密集・

密接）を回避した上での継続的な手法での活動実施や、オンライン会議等の ICT（情報通信技術）の

活用など、様々な工夫で継続・再開されてきた事業や活動もあります。 

新型コロナウイルス感染症の影響は今後も続くことが予想されますが、アクションプランで目指す

姿や取組が変わるものではありません。新しい生活様式を踏まえて分野ごとの取組を着実に推進して

いきます。 
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１ 健康づくり・介護予防 

 
（１）目指す姿 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続ける

ためには、誰もが主体的に社会参加や介護予防を見据えた健康づくりに取り組み、要

介護状態にならずに健康寿命を延ばすことが最も重要です。 

区役所や地域ケアプラザ等が中心となり健康づくりや社会参加の重要性を普及啓発

するとともに、自治会町内会や民間企業、NPO法人などの多様な主体と連携することで、

身近な地域で心身の状態に合わせて参加できる通いの場の充実を目指します。 

 
《目標値》 

指標 
2020年度 

（令和２年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

通いの場の参加人数 2,223人 3,400人 

通いの場の参加率 5.8％ 8.3％ 

 
 
（２）取組の方向性・内容 

ア 健康づくり・介護予防の意識の醸成・普及啓発 

介護保険制度の基本理念である自立支援の考え方や心身の変化に合わせた健康づ

くりの重要性について啓発活動を行います。また、関係団体と連携した健康づくり

の講座を実施します。 

○区役所や地域ケアプラザによる区民向けの介護予防講座 

○地域での会合や老人クラブ等の場を通じた、健康づくりの普及啓発 

○緑道や公園等の区内の魅力資源を活用したウォーキングの推進 

○都筑野菜の活用など、食生活を中心とした健康づくりの普及啓発 

 
イ 多様な活動等の把握・情報発信 

いつまでも人とのつながりを持ち続けられるよう、今までの知識・経験や関心、

健康状態等に合わせた活動の紹介や参加への働きかけを行います。 

○一人暮らしやいわゆる呼び寄せ高齢者、虚弱な人の把握・通いの場等へのつな 

がり支援 

○多様な主体による地域活動の情報収集 

○区民活動センターや地域ケアプラザ等と連携した地域活動の紹介 

○広報やホームページ、様々な会合の場を通じた積極的な情報発信 
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ウ 地域活動の活性化支援 

歩いて行ける身近な場所で健康づくりや居場所づくり、仲間と一緒に取組む活動

など、地域活動の活性化のため、立上げや運営の支援を行います。 

○元気づくりステーションの活動支援 

○健康づくりや居場所づくりに関わる団体等への支援・連携 

○自治会等を中心とした世代間交流の支援 

○活動団体同士の情報交換の支援 

 

エ 社会参加の促進、担い手の育成 

区民が今まで培った知識・経験・能力を生かし、社会参加や地域活動の担い手と

して活躍できるよう、地域ケアプラザ、社会福祉協議会等と連携して情報提供や事

業を実施します。 

○地域ケアプラザ等と連携した地域人材の発掘 

○活動の担い手やボランティア等を対象とした人材育成やフォローアップ 

○活動の担い手同士の情報交換の支援 

○関係機関等と連携した、シニアの就労や起業の支援 

 

 

  
＜コラム＞「健康づくり・介護予防」に関するコラムを掲載予定 
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２ 生活支援 

 

（１）目指す姿 

高齢者一人ひとりが自分でできることを大切にしながら住み慣れた地域で暮らし続

けるために、地域ケアプラザ、社会福祉協議会と連携し、自治会町内会、ボランティ

ア、NPO法人、社会福祉法人及び民間企業など、多様な主体による生活支援サービスの

充実を目指します。 

 

《目標値》 

指標 
2020年度 

（令和２年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

住民主体の地域の活動把握数 365団体 380団体 

住民主体の地域の活動把握数のうち交

流・居場所の数 
293団体 303団体 

要支援者等にも配慮した住民主体の支

え合い活動の数（サービスＢ） 
２団体 ２団体 

 

 

（２）取組の方向性・内容 

ア 地区状況と高齢者の暮らしの把握・分析 

    高齢者の生活の中の課題を解決するために、地域の特徴を踏まえて、高齢者の暮

らしの状況や生活上のニーズを把握・分析します。 

    ○地域福祉保健計画における地域懇談会（区内 15地区で実施）や地域の役員会な

どでの課題の把握 

    ○民生委員・児童委員や地区社会福祉協議会関係者、地域の関係者等からのニー

ズの把握 

    ○地域ケアプラザや社会福祉協議会との情報共有・分析 

 

イ 多様な主体による生活支援サービスの構築 

公的な制度以外にも、自治会町内会、ボランティア、NPO法人、社会福祉法人、

民間企業等の多様な主体が行うサービスが利用できる地域をつくります。 

○地域で行われている住民主体の見守り活動の充実に向けた支援の検討 

○日常的な買い物への支援や通院、地域の集いの場などへの移動手段の検討 

○日常生活の困りごとに対応する生活支援ボランティアグループの活動支援 

○多様な主体と連携した新たな生活支援サービスの創出に向けた支援 

○要支援者等に配慮した住民主体による活動の支援 

○多様な主体が行う生活支援サービスの情報収集と発信 
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ウ 地域のネットワークづくり 

   身近な地域の課題解決に向けて、関係する様々な団体や活動者が連携し、主体的、

継続的に協議、実践できるよう支援します。 

○介護保険サービスの利用開始後も地域とのつながりが続くような仕組みづくり 

○生活支援サービスの創出・継続・発展に向けた多様な主体との検討 

○利用できる既存の施設や空き店舗等の情報の集約と提供 

○地域活動の担い手となる人材の育成と活動支援 

 

 
 
 
  

＜コラム＞「生活支援」に関するコラムを掲載予定 
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３ 医療・介護連携 

 

（１）目指す姿 

医療・介護が必要になっても、住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、

適切な医療・介護サービスが一体的に提供されることが必要です。 

都筑区医師会・都筑区在宅医療連携拠点（都筑区在宅医療相談室）とともに、地域

ケア会議なども活用し、課題を共有しながら、多職種が連携して在宅療養生活を支え

る仕組みづくりを目指します。 

 
《目標値》 

指標 
2020年度 

（令和２年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

「在宅におけるチーム医療を担う人材

育成研修」の受講者数 
90人 90人 

 
 
（２）取組の方向性・内容 

ア 在宅医療連携拠点の支援 

在宅医療の充実が図られるよう、在宅医療連携拠点の運営を支援します。 

○区内の医療・介護連携の中心を担う３者（在宅医療連携拠点、地域ケアプラザ、

区役所）の連携促進 

○医療機関や介護事業所、介護施設へ向けた在宅医療連携拠点の役割についての

理解の促進 

 
イ 多職種連携の推進 

    在宅医療と介護が切れ目なく本人及び家族を支援するためには、医療・介護に携

わる多職種（医師、歯科医師、薬剤師、看護師、理学療法士、ケアマネジャー、介

護福祉士など）の連携（顔の見える関係づくり）が必要です。多職種連携協議会が

中心になり、それぞれの職種の専門性と役割をお互いに理解し、利用者の在宅医療

や介護体制をより円滑に整えられるよう支援します。 

    ○多職種連携のための研修の実施 

○医療機関と介護事業所との連携会議等の実施 

 
ウ 区民に向けた在宅医療・介護の理解促進 

    高齢者が自らの意思で自分の生き方を選択し、必要な医療やサービスを適切に利

用できるようにします。 

○在宅医療・介護に関する普及啓発 

○「人生の最終段階」における療養生活や治療、在宅医療や看取りに関する市民 

向け講演会などでの啓発 
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○もしも手帳、都筑区版エンディングノートの配布 

○救急車の適正利用のための関係機関と区民への理解促進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

医師会や在宅医療連携拠点と一緒に

医療と介護の連携に取り組みます！ 

＜コラム＞「医療・介護連携」に関するコラムを掲載予定 
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４ 認知症支援 

 

（１）目指す姿 

高齢者人口の増加に伴い、認知症の方の増加も見込まれています。 

認知症予防と、認知症になっても本人や家族が地域の中で孤立せず、認知症への理

解や見守りの目がある環境の中で暮らし続けることができる地域づくりを目指します。 

 
《目標値》 

指標 
2020年度 

（令和２年度） 

2025年度 

（令和７年度） 

認知症サポーター養成数（累計） 26,236 人 28,500 人 

認知症高齢者等 SOS ネットワーク登録

者数 
97人 110人 

認知症カフェ数 ９箇所 ９箇所 

認知症初期集中支援チームの支援件数 ７件 ７件 

 
 
（２）取組の方向性・内容 

ア 認知症に関する理解促進と見守り体制の充実 

    認知症の方やその家族が地域の中で自分らしく暮らし続けられるよう、幅広い世

代に向けて認知症の正しい知識の普及啓発を図り、認知症への理解を促進します。

また、地域での見守り体制の充実を進めます。 

○認知症を正しく理解し普及する活動の担い手等を対象とした人材育成 

○認知症の理解促進につながる普及啓発 

○認知症高齢者等 SOSネットワークの周知・運用 

 
イ 認知症予防の取組の推進と社会参加できる場の充実 

    認知症予防の取組と、認知症の方やその家族が社会から孤立せず、継続的に社会

とつながることができる取組を推進します。 

    ○認知症予防に関する普及啓発 

○認知症カフェ等の活動支援 

 
ウ 認知症の早期発見・早期対応に向けた連携 

    認知症が疑われる方が早期に適切な対応につながるよう、医療・介護との連携を

推進します。 

    ○認知症初期集中支援チームの周知・活用 

    ○認知症サポート医との連携 
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＜コラム＞「認知症支援」に関するコラムを掲載予定 
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５ 権利擁護 

 

（１）目指す姿 

高齢者世帯の増加により、消費者被害や財産搾取の被害、虐待等、重大な権利侵害

の事例への対応が一層求められています。また、認知症等により意思決定に支障のあ

る高齢者の権利や財産を守るための制度である成年後見制度については、理解促進に

向けた広報等は行われていますが、地域の理解を更に促進する必要があります。 

成年後見制度の利用促進など権利擁護や意思決定支援に取り組み、本人の意思や権

利・安全が守られ、高齢者が自分らしい暮らしを続けることができる地域を目指しま

す。また、虐待リスクの高い世帯への支援や、介護者向けの啓発事業を通じて虐待防

止に取り組みます。 

 

（２）取組の方向性・内容 

○成年後見制度の普及啓発や、弁護士等の専門家と区域専門職のネットワークづくり 

○高齢者の虐待防止につながる情報の発信 

○介護者向けの情報提供や普及啓発事業 

○意思決定支援（都筑区版エンディングノートの配布や書き方講座の実施等） 

○虐待リスクの高い世帯への支援 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜コラム＞「生活困窮」に関するコラムを掲載予定 

＜コラム＞「権利擁護」に関するコラムを掲載予定 
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～今後に向けて～ 

 

都筑区は平均年齢が 18区で最も若い一方、短期間で急速に高齢化が進んでいく見通し

です。増加する高齢者の内訳は介護が必要になる前の前期高齢者が多く、健康づくり・介

護予防の取組効果は高いと考えられます。 

都筑区の高齢者が持つ社会参加への意欲、新しい活動を始める力を十分に発揮し、自分

らしい暮らしを人生の最期まで続けられることが、地域包括ケアシステムの目指す姿です。

地域とのつながりを大切にしながら、多様な主体が連携して地域包括ケアシステムを構築

していきます。 

また、アクションプランの内容は、今後の社会情勢や経済状況、都筑区の状況の変化に

合わせ、見直しを行います。 

 

  

区 民 
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参考資料として下記資料を掲載予定 

・都筑区の高齢者の状況 

・用語集 


